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１．観光の現状



訪日外国人旅行者数の推移
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注) 2016年の値は確定値、2017年1～5月の値は暫定値、2017年6～7月の値は推計値、％は対前年同月比

ビジット・ジャパン
開始

万人

出典：ＪＮＴＯ（日本政府観光局）

1643.9万人
(17.3%増)

1月：229.6万人 (24.0％増）

2月：203.6万人 (7.6％増）

3月：220.6万人 (9.8％増）

4月：257.9万人 (23.9％増）

5月：229.5万人 (21.2％増）

6月：234.7万人 (18.2％増）

7月：268.2万人 (16.8％増）



2016年の訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別）

4※ （ ）内は、訪日外国人旅行者数全体に対するシェア
※ その他には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれる。
※ 数値は、それぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは合致しない場合がある。
※ 日本政府観光局（JNTO）資料より観光庁作成

【確定値】

フィリピン
35万人（1.4%）

総計
2404万人

アジア 2010万人（83.6%）
うち東アジア 1747万人（72.7%）
うち東南アジア 251万人（10.4%）

⑤米国
124万人
（5.2%）

④香港
184万人
（7.7%）

③台湾
417万人
（17.3%）

その他
98万人
（4.1%）欧州主要

5ヵ国
94万人
（3.9%）

北米
152万人
（6.3%）

インドネシア
27万人（1.1%）

オーストラリア
45万人（1.9%）

スペイン
9万人
（0.4%）

イギリス
29万人（1.2%）

カナダ
27万人（1.1%）

ベトナム
23万人（1.0%）

シンガポール
36万人（1.5%）

マレーシア
39万人（1.6%）

インド
12万人（0.5%）

⑥ タイ
90万人
（3.7%）

フランス
25万人（1.1%）

ドイツ
18万人（0.8%）

イタリア
12万人
（0.5%）

ロシア
5万人
（0.2%）

①中国
637万人
（26.5%）

②韓国
509万人
（21.2%）



外国人旅行者受入数の国際比較（2015年）
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タイ (Thailand)
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香港 (Hong Kong)

マレーシア (Malaysia)

ギリシャ (Greece)

日本 (Japan)

サウジアラビア (Saudi Arabia)

カナダ (Canada)

ポーランド (Poland)

オランダ (Netherlands)

ハンガリー (Hungary)

マカオ (Macau)

韓国 (South Korea)

クロアチア (Croatia)

ウクライナ (Ukraine)

シンガポール (Singapore)

チェコ (Czech Republic)

★スウェーデン (Sweden)

台湾 (Taiwan)

インドネシア (Indonesia)

★デンマーク (Denmark)

モロッコ (Morocco)

ポルトガル (Portugal)

★アラブ首長国連邦 (U.A.E.)

スイス (Switzerland)

エジプト (Egypt)

南アフリカ共和国 (South Africa)

★アイルランド (Ireland)

ベルギー (Belgium)

インド（India）

1位

10位

20位

30位

40位

千人

出典： 世界観光機関（UNWTO）
注1： 本表の数値は2016年7月時点の暫定値である。
注2： ★印を付したスウェーデン、デンマーク、アイルランドは、2015年の数値が不明であるため、2014年

の数値を、アラブ首長国連邦は2013年の数値を採用した。
注3： 本表で採用した数値は、日本、韓国、台湾、ベトナムを除き、原則的に1泊以上した外国人訪問者

数である。
注4： 外国人訪問者数は、数値が追って新たに発表されたり、さかのぼって更新されることがあるため、

数値の採用時期によって、そのつど順位が変わり得る。
注5： 外国人旅行者数は、各国・地域ごとに日本とは異なる統計基準により算出・公表されている場合が

あるため、これを比較する際には注意を要する。
（例：外国籍乗員数（クルー数））について、日本の統計には含まれないが、フランス、スペイン、中
国、韓国等の統計には含まれている）

2016年の訪日外国人旅行者数は2404万人
※世界で15位、アジアで5位に相当



訪日外客数と出国日本人数の推移（1964年～2016年）
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2015年
訪日外国人旅行者数が45年ぶりに

出国日本人数を上回った。
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国内における旅行消費額（2016年）
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単位：兆円
2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

日本人国内宿泊旅行 15.4 14.8 15.0 15.4 13.9 15.8 16.0 
日本人国内日帰り旅行 5.1 5.0 4.4 4.8 4.5 4.6 4.9 
日本人海外旅行（国内分） 1.1 1.2 1.3 1.2 1.1 1.0 1.1 
訪日外国人旅行 1.1 0.8 1.1 1.4 2.0 3.5 3.7 
合計 22.7 21.8 21.8 22.8 21.6 24.8 25.8 

25.8兆円

観光庁「旅行・観光消費動向調査」、「訪日外国人消費動向調査」より算出

旅行消費額の推移について（2010～2016年）

日本人海外旅行（国内分）
1.1兆円（4.2%）

日本人国内日帰り旅行
4.9兆円（19.1%）

訪日外国人旅行
3.7兆円（14.5%）

日本人国内宿泊旅行
16.0兆円（62.2%）



2016年の訪日外国人旅行消費額について
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旅行消費額と訪日外客数の推移

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」、日本政府観光局(JNTO)

国籍・地域別の訪日外国人旅行消費額と構成比

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」
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1.0%
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370億円
1.0%

ドイツ
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0.8%

イタリア

236億円
0.6%

スペイン

206億円
0.5%

インド

177億円
0.5%

ロシア

105億円
0.3%

その他

1,794億円
4.8%

2016年

訪日外国人

旅行消費額

3兆7,476億円10,846 
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訪日外国人旅行消費額の推移
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○ 2016年の訪日外国人旅行消費額は、前年比7.8％増の３兆7,476億円となり、過去最高となった。

○ 2017年第2四半期（4-6月期）の訪日外国人の旅行消費額は前年同期比13.0％増の1兆776億円と、四半期としては過去最

高。１月から6月の上半期累計で初めて2兆円超え過去最高。1人当たり旅行支出は前年同期比6.7％減の14万9,248円となった。

四半期毎の旅行消費額と1人当たり旅行支出の推移旅行消費額の推移
（億円）

1-6月
2兆456億円
（8.6％増）

（億円） （円／人）

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」
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訪日外国人旅行消費額の製品別輸出額との比較（2016年）
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単位：億円

※観光、造船・舶用品、農林水産物以外の各製品の金額は貿易統計（財務省）確報より算出。
※造船・舶用品、農林水産物以外の金額は2016年の数値。
※造船・舶用品の金額は2014年の確報値で、海事局データより算出。
※農林水産物の金額は農林水産省公表値で、2015年の確報値。
※映像機器にはテレビの輸出額を含む。
※カッコ内に記載の品名は、貿易統計における品名を示す。

○ 2016年の訪日外国人旅行消費額は3兆7,476億円で、電子部品の輸出額を超える水準となっている。

（半導体等電子部品） （科学光学機器）（船舶類） （テレビ受像機） （電気冷蔵庫）（自動車の部分品）

113,330 

71,238 

37,476 36,085 
34,609 

28,434 24,167 
20,462 

13,940 
7,451 4,966 

1,334 1,024 76 
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2016年の訪日外国人旅行消費額

3兆7,476億円



各産業の経済規模（国内産出額ベース）
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単位：兆円

※観光以外の各産業の金額は国民経済計算産業連関表（内閣府）より算出。

※観光の金額は輸入分を除いた金額を示す。

※金額は平成25年の値。

※建設は土木の産出額を含む。
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※観光産業の金額は「旅行・観光消費動向調査」及び「訪日外国人消費動向調査」より算出。



各産業の経済規模（付加価値合計）
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単位：兆円

※観光の金額は輸入分を除いた金額を示す。
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※観光以外の各産業の金額は国民経済計算産業連関表（内閣府）より算出。

※金額は平成25年の値。

※建設は土木の産出額を含む。

※観光産業の金額は「旅行・観光消費動向調査」及び「訪日外国人消費動向調査」より算出。



日本の観光の動向（国内旅行・宿泊の状況）
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出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」

（図）日本人国内旅行延べ人数の推移日本人国内消費額の推移
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宿泊旅行統計調査（2016年・年間値）について
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◇ 延べ宿泊者数について

➢ 延べ宿泊者数（全体）は4億9,249万人泊（前年比-2.3%）
であった。

➢ 日本人延べ宿泊者数は、4億2,310万人泊（同-3.5%）、
外国人延べ宿泊者数は、6,939万人泊（同+5.8%）であっ
た。
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外国人延べ宿泊者数推移（単位：万人泊）

➢ 平成28年における三大都市圏と地方部（※）の外国人延
べ宿泊者数の対前年比を比較すると、三大都市圏で
+3.4%、地方部で+9.5%と、地方部の伸びが三大都市圏の
伸びを上回った。

➢ 都道府県別では、香川県（+70.3%）、岡山県（+65.2%）等
の伸び率が高かった。
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平成27年 平成28年

三大都市圏

+3.4%

（単位：万人泊）
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平成27年 平成28年

地方部

+9.5%

（単位：万人泊）

※）三大都市圏とは、「東京、神奈川、千葉、埼玉、愛知、大阪、京都、兵庫」の
8都府県をいう。地方部とは、三大都市圏以外の道県をいう。



国際旅行収支の改善について
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◆旅行収支、訪日外国人旅行者数と日本人出国者数の推移

2014年

○ ビジット・ジャパン事業を2003年に開始して以来、国際旅行収支は改善し、2015年に暦年としては1962年（昭和37年）以来53年
ぶりに黒字（1兆902億円）に転化した。

○ 2016年は前年より黒字幅を拡大し、過去最大となる1兆3,266億円の黒字となった。
○ なお、2017年7月は 1,560億円 の黒字となった。

（億円）

出国日本人

訪日外国人

旅行収支

年 旅行収支（億円）

1996年 ▲ 35,880

1997年 ▲ 34,651
1998年 ▲ 32,739
1999年 ▲ 33,287
2000年 ▲ 30,730
2001年 ▲ 28,168
2002年 ▲ 28,879
2003年 ▲ 23,190
2004年 ▲ 29,189
2005年 ▲ 27,659
2006年 ▲ 21,409
2007年 ▲ 20,199
2008年 ▲ 17,631
2009年 ▲ 13,886
2010年 ▲ 12,875

2011年 ▲ 12,963
2012年 ▲ 10,617
2013年 ▲ 6,545
2014年 ▲ 444
2015年 10,902
2016年 13,266

2015年

【2015年】 1962年（昭和37年）以来、
53年ぶりに旅行収支が黒字となる。

1970年（昭和45年）9月（IN7.9万人,OUT 
5.1万人）以来、約44年ぶりに訪日外国人
旅行者数が日本人出国者数を上回る。

【2014年度】 1959年度（昭和34年度）以
来、55年ぶりに旅行収支が黒字となる。

2016年

1970年（昭和45年）7月（100万ド
ルの黒字）以来、約44年ぶりに
旅行収支が単月で黒字となる。

2017年

～～

～～

【2016年度】 年度として過去最大となる
1兆2,789億円の黒字となる。

【2016年】 暦年として過去最大となる
1兆3,266億円の黒字となる。



観光交流人口増大の経済効果（2016年）
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定住人口は２０１５年国勢調査 人口速報集計結果（総務省）、定住人口１人当たり年間消費額は２０１６年家計調査（総務省）による。
旅行消費額の訪日外国人旅行は訪日外国人消費動向調査（２０１６年）より算出、国内旅行は旅行・観光消費動向調査（２０１６年）より算出。
訪日外国人旅行者はＪＮＴＯ（２０１６年）発表数値、国内旅行者は旅行・観光消費動向調査（２０１６年）より算出。
訪日外国人旅行者１人１回当たり消費額は訪日外国人消費動向調査（２０１６年）、国内旅行者（宿泊/日帰り）１人１回当たり消費額は旅行・観光消費動向調査（２０１６年）より算出。
定住人口1人減少分に相当する旅行者人数は、定住人口１人当たり年間消費額を訪日外国人旅行者又は国内旅行者１人１回当たり消費額で除したもの。 （※観光庁資料）

定住人口１人減少分

減少

外国人旅行者８人分

国内旅行者（宿泊）２５人分

国内旅行者（日帰り）７９人分

又は

又は

拡大

＋

定住人口＝１億２，７１１万人
１人当たり年間消費額＝１２４万円

国内旅行者（宿泊＋日帰り）

うち宿泊 ３億２，５６６万人
うち日帰り ３億１，５４２万人

１人１回当たり消費額
宿泊 ４万９，２３４円
日帰り １万５，６０２円

訪日外国人旅行者

１人１回当たり消費額
１５万５，８９６円

２，４０４万人 ６億４，１０８万人 <延べ人数>

訪日外国人旅行３．７兆円 国内旅行（海外分除く）２０．９兆円

うち宿泊旅行 １６．０兆円
うち日帰り旅行 ４．９兆円

旅行消費額

○ 定住人口１人当たりの年間消費額（124万円）は、旅行者の消費に換算すると外国人旅行者8人分、国内旅行者（宿泊）

25人分、国内旅行者（日帰り）79人分にあたる。



ホテル／旅館の客室稼働率の推移（東京・大阪・全国）
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80.2%

38.9%

57.9%

58.6%

38.7%

61.6%
（東京
旅館）
61.5%
（大阪
旅館）

81.3%

89.8%

92.8%

57.9%

60.3%

78.4%

80.9%

85.4%

88.0%

79.7%

78.0%

57.9%

43.9%

34.0%

出典：観光庁宿泊旅行統計調査 第8表（ホテルはシティホテルの実績）

※平成29年以降は速報値。平成29年は1～6月の実績

大阪旅館

東京旅館

全国旅館

大阪ホテル 東京ホテル

全国ホテル

85.0%

82.1%

75.7%

77.4%

69.6%

67.1%

81.1%

79.9%

72.5%

85.0%

82.5%

75.7%

85.5%

83.2%

77.3%

56.9%

54.2%

52.9%
34.7%

32.5%
30.3%

38.8%

35.5%

29.2%

40.1%

34.8%

33.4%

43.1%

41.8%

35.2%

86.8%

83.6%

79.2%

59.0%

50.5%

37.0%

(%)

88.0%

80.8%

78.7%

59.8%

41.3%

37.1%

東日本大震災

82.3%

85.9%

77.8%

61.4%

55.4%

36.0%

74.6%

82.1%

68.9%

51.0%

49.3%

32.2%

85.1%

90.0%

35.0%



都道府県別日本人・外国人延べ宿泊者数（2016年）
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鹿児島県
長崎県
岩手県
大分県
茨城県
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山形県
岡山県
青森県
山口県
滋賀県
埼玉県
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宮崎県
秋田県
富山県
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佐賀県
高知県
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外国人延べ宿泊者数日本人延べ宿泊者数

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」
注：「外国人」とは、日本国内に住所を有しないものをいう。

（単位：万人泊）

平成28年日本人延べ宿泊者数
4億2,310万人泊

平成28年外国人延べ宿泊者数
6,939万人泊

（単位：万人泊）
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２．今後の観光政策の方向性



日本の国家ブランド指数（各項目別の日本の順位（50カ国中））（2015年）
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最先端のアイデア、新しい考え方を生み出すクリエイティブな場所か

その国の製品を買って満足できるか

学位、資格などをえるための学習に適しているか

質の高い生活が送れる場所か

相当期間その国に住み、働きたいか

その国の優秀な人材を雇いたいか

その国の人を身近な友達に欲しいか

歓迎されていると感じられるか

興味深い、またコンテンポラリーな文化（音楽、映画、文学等）があるか

豊かな文化遺産があるか

優れたスポーツがあるか

生き生きとした都市の魅力があるか

歴史的な建造物やモニュメントが豊富であるか

豊かな自然美があるか

予算を気にしなければ訪問したいか
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注）アンホルトGfKローパー国家ブランド指数
サイモン・アンホルト氏が考案し、米国の調査会社GfKと共同で毎年実施している国家ブランド評価。インターネットを通じて、各国の「文化」、「国民性」、「観光」、「輸出」、「統治」、「移
住・投資」の６つの側面に関する質問への回答をまとめ、５０か国の順位を決定するものであり、2015年（平成27年）調査の上位は、①米国、②ドイツ、③英国、④フランス、⑤カナダ、
⑥日本、⑦イタリア、⑧スイス、⑨豪州、⑩スウェーデンであった。



旅行・観光競争力ランキング（2017年）について
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（出典）”The Travel & Tourism Competitiveness Report 2017” World Economic Forum

○ 「旅行・観光競争力ランキング」は、ダボス会議を主催している世界経済フォーラム（WEF）が治安、衛生面、インフラ整備の状
況、観光資源等の項目について指標化し、ランキングとして発表しているもの。

○ 日本は、１３６の国と地域の中で第４位にランクイン（前回（２０１５年）第９位）。
〇 評価項目別に見ると、日本は、観光客のサービス等９つの項目で１位（前回は７項目）を獲得しており、さらに、「政府による観

光産業の優先度合い」も前回の４２位から１６位と大幅にランクアップしている。

順位 国名

1 スペイン (1)
2 フランス (2)
3 ドイツ (3)
4 日本 (9)
5 イギリス (5)
6 アメリカ合衆国 (4)
7 オーストラリア (7)
8 イタリア (8)
9 カナダ (10)
10 スイス (6)

指標項目

観光業の顧客志向

鉄道インフラの質

地上交通の効率性

経済における企業独占度の低さ

下水道など衛生施設の整備

清潔な飲料水

エイズウイルスに対する安全性

マラリアに対する安全性

病院のベッド数

総合順位 日本が１位を獲得した指標※( )は前回順位



国家ブランド指数（2015年）と旅行・観光競争力ランキング（2017年）から考える今後の課題

指数・ランキングにおいて評価が低かった項目 検討するポイント

豊かな自然美があるか（国家ブランド指数：16位） 外国人からの認知度

優れたスポーツがあるか（国家ブランド指数：13位） “するスポーツ”の振興

歓迎されていると感じられるか（国家ブランド指数：13位）

「観光業の顧客志向」は高評価
コミュニケーションの課題

国際標準の観光サービスとなっているか

その国の人を身近な友達に欲しいか（国家ブランド指数：14位） コミュニケーションの課題

相当期間その国に住み、働きたいか（国家ブランド指数：18位） 外国人にとって住みやすいか

環境の持続可能性（旅行・観光競争力ランキング：45位）
ＰＭ２．５

絶滅危惧種

航空インフラ（旅行・観光競争力ランキング：18位）
空港の機能強化

ＬＣＣの誘致

観光サービスのインフラ（旅行・観光競争力ランキング：29位）
ホテル・リゾート・娯楽施設の質
生産性を大切にする観光産業

自然資源（旅行・観光競争力ランキング：26位）
インターネットでの検索数

自然資源の魅力向上・発信
22



訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関するアンケート

23

平成26年度調査において、旅行中最も困ったこととしては「無料公衆無線LAN環境」が30.2%で最も多かった。
平成28年度調査において、旅行中最も困ったこととしては「施設等のスタッフとのコミュニケーションがとれない」が28.9%で最も
多い。

【平成26年度調査】 【平成28年度調査】

旅行中に最も困ったこと



観光先進国の実現に向けた政府の取組

24

平成１５年 １月 小泉総理が｢観光立国懇談会｣を主宰

（2003年） ４月 ビジット・ジャパン事業開始

平成１９年 １月 観光立国推進基本法施行（議員立法）

（2007年） ６月 観光立国推進基本計画（閣議決定）

平成２０年１０月 観光庁発足

（2008年）

平成２４年 ３月 観光立国推進基本計画改定（閣議決定）

（2012年）

平成２５年 ３月 観光立国推進閣僚会議設置

（2013年） １２月 訪日外国人旅行者1,000万人達成

平成２７年１１月 安倍総理が第１回「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」を開催

（2015年） １２月 訪日外国人旅行者数約2,000万人

平成２８年 ３月 「明日の日本を支える観光ビジョン」（明日の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）

（2016年） ５月 「観光ビジョン実現プログラム2016」（観光立国推進閣僚会議決定）

平成２９年 ３月 観光立国推進基本計画改定（閣議決定）

（2017年） ５月 「観光ビジョン実現プログラム2017」（観光立国推進閣僚会議決定）



「観光立国推進閣僚会議」について

観光立国を実現するための施策について、関係行政機関の緊密な連携を確保し、その効果的かつ
総合的な推進を図る。

観光立国推進閣僚会議

【主 宰】 内閣総理大臣
【構成員】 全閣僚

・観光をめぐる現状について
・今後の進め方について

○第１回：平成25年３月26日

(第5回観光立国推進閣僚会議)

・「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」の決定
○第２回：平成25年６月11日

・観光をめぐる現状及び今後の進め方について
○第３回：平成26年１月17日

・「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014」の決定
○第４回：平成26年６月17日

・「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015」の決定
○第５回：平成27年６月５日

・「観光ビジョン実現プログラム2016（観光ビジョンの実現に向けたアク
ション・プログラム2016）」の決定

○第６回：平成28年５月13日（持ち回り開催）

・「観光ビジョン実現プログラム2017（観光ビジョンの実現に向けたアク
ション・プログラム2017）」の決定

○第７回：平成29年５月30日（持ち回り開催）
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「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」について

26

訪日外国人旅行者数2,000万人の
目標達成が視野に入ってきたことを踏
まえ、次の時代の新たな目標の設定と
そのために必要な対応の検討を行う。

2015年11月9日 【第１回本会議】

明日の日本を支える観光ビジョン構想会議

明日の日本を支える観光ビジョン構想会議ワーキンググループ

〈議長：安倍内閣総理大臣〉

〈副議長：石井国土交通大臣〉

【座 長】
内閣官房長官

【座長代理】
国土交通大臣

【構 成 員】
内閣官房副長官
内閣総理大臣補佐官
内閣官房副長官補
関係省庁局長 等

〇 第１～５回ＷＧにおいて、有識者ヒアリングを実施。
〇 第６回ＷＧにおいて、それまでの議論を踏まえた検討課題
を整理。

〇 第7～9回WGにおいて、テーマ別の議論を実施し、具体的
な施策の打ち出し内容を集中的に検討。

【議 長】 内閣総理大臣
【副議長】 内閣官房長官、国土交通大臣
【構成員】 副総理兼財務大臣、地方創生担当大臣、

一億総活躍担当大臣、総務大臣、法務大臣、外務大臣、
厚生労働大臣、経済産業大臣

（民間有識者）
石井 至 石井兄弟社（旅行ガイド出版社）社長
井上 慎一 Peach Aviation（株）代表取締役CEO
大西 雅之 鶴雅グループ代表
小田 真弓 旅館 加賀屋 女将
唐池 恒二 九州旅客鉄道（株）会長
デービッド・アトキンソン 小西美術工藝社社長
李 容淑 大阪国際大学客員教授

2016年3月30日【第２回本会議】最終とりまとめ（新たな目標設定と必要な対応方策）

〈座長：菅内閣官房長官〉

これを踏まえ、「観光ビジョン実現に向けたプログラム」において観光ビジョンの取組の進捗をフォロー
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「明日の日本を支える観光ビジョン」－世界が訪れたくなる日本へ－ 概要

観光振興に必要な４条件

自然 文化

気候食

観光振興の4条件

観光資源を真に開花

観光を１億総活躍の場に

「地方創生」「GDP600兆円」

我が国を観光先進国に

観光産業を基幹産業に

今後の方向性
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訪日外国人旅行消費額

安倍内閣３年間の成果

新たな目標への挑戦！

戦略的なビザ緩和、免税制度の拡充、出入国管理体制の充実、航空ネットワーク拡大
など、大胆な「改革」を断行。

・訪日外国人旅行者数は、２倍増の約2000万人に

・訪日外国人旅行消費額は、３倍増の約３.５兆円に

（2012年） （2015年）

836万人 ⇒ 1974万人

１兆846億円 ⇒ ３兆4771億円

地方部での外国人延べ宿泊者数

外国人リピーター数

日本人国内旅行消費額

訪日外国人旅行者数 2020年： 4,000万人 2030年： 6,000万人

2020年： 8兆円 2030年： 15兆円

2020年： 7,000万人泊 2030年：1億3,000万人泊

2020年： 2,400万人 2030年： 3,600万人

2020年： 21兆円 2030年： 22兆円

新たな目標値について

（2015年の約2倍） （2015年の約3倍）

（2015年の2倍超） （2015年の4倍超）

（2015年の3倍弱）

（2015年の約2倍）

（2015年の5倍超）

（2015年の約3倍）

（最近5年間の平均から約5％増） （最近5年間の平均から約10％増）



視 点 １
「観光資源の魅力を極め、

地方創生の礎に」

視 点 ２
「観光産業を革新し、国際競争力
を高め、我が国の基幹産業に」

視 点 ３

「すべての旅行者が、ストレスなく
快適に観光を満喫できる環境に」

■「魅力ある公的施設」を、ひろく国民、
そして世界に開放
・赤坂や京都の迎賓館などを大胆に公開・開放

■「文化財」を、「保存優先」から観光客
目線での「理解促進」、そして「活用」へ
・2020年までに、文化財を核とする観光拠点を
全国で200整備、わかりやすい多言語解説など
1000事業を展開し、集中的に支援強化

■「国立公園」を、
世界水準の「ナショナルパーク」へ
・2020年を目標に、全国５箇所の公園について
民間の力も活かし、体験・活用型の空間へと
集中改善

■おもな観光地で「景観計画」をつくり、
美しい街並みへ
・2020年を目途に、原則として全都道府県・
全国の半数の市区町村で「景観計画」を策定

■古い規制を見直し、
生産性を大切にする観光産業へ
・60年以上経過した規制・制度の抜本見直し、
ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの経営人材育成、民泊ﾙｰﾙの整備、
宿泊業の生産性向上など、総合ﾊﾟｯｹｰｼﾞで
推進・支援

■あたらしい市場を開拓し、
長期滞在と消費拡大を同時に実現
・欧州・米国・豪州や富裕層などをﾀｰｹﾞｯﾄにした
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ、戦略的なﾋﾞｻﾞ緩和などを実施

・MICE誘致・開催の支援体制を抜本的に改善
・首都圏におけるﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄの受入環境改善

■疲弊した温泉街や地方都市を、
未来発想の経営で再生・活性化
・2020年までに、世界水準DMOを全国100形成
・観光地再生・活性化ﾌｧﾝﾄﾞ、規制緩和などを
駆使し、民間の力を最大限活用した
安定的・継続的な「観光まちづくり」を実現

■ソフトインフラを飛躍的に改善し、
世界一快適な滞在を実現
・世界最高水準の技術活用により、出入国審査の
風景を一変

・ｽﾄﾚｽﾌﾘｰな通信・交通利用環境を実現
・ｷｬｯｼｭﾚｽ観光を実現

■「地方創生回廊」を完備し、
全国どこへでも快適な旅行を実現
・「ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾚｰﾙﾊﾟｽ」を訪日後でも購入可能化
・新幹線開業やｺﾝｾｯｼｮﾝ空港運営等と連動した、
観光地へのｱｸｾｽ交通充実の実現

■「働きかた」と「休みかた」を改革し、
躍動感あふれる社会を実現
・2020年までに、年次有給休暇取得率70％へ向上
・家族が休暇をとりやすい制度の導入、休暇取得
の分散化による観光需要の平準化

これまでの議論を踏まえた課題

「明日の日本を支える観光ビジョン」－世界が訪れたくなる日本へ－ 概要

■我が国の豊富で多様な観光資源を、
誇りを持って磨き上げ、その価値を
日本人にも外国人にも分かりやすく
伝えていくことが必要。

■観光の力で、地域の雇用を生み出し、
人を育て、国際競争力のある生産性の
高い観光産業へと変革していくことが
必要。

■CIQや宿泊施設、通信・交通・決済など、
受入環境整備を早急に進めることが必要。

■高齢者や障がい者なども含めた、すべての
旅行者が「旅の喜び」を実感できるような
社会を築いていくことが必要。

「観光先進国」への「３つの視点」と「１０の改革」

平成28年３月30日策定
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ビザの戦略的緩和

訪日に当たってビザが必要な国・地域のうち、インバウンド観光の観点から潜在力の大きな市場をターゲットに、ビザの戦略的
緩和を実施。

これまでの取組 現状・課題および今後の対応

現状・課題

ビジット・ジャパン事業の重点20カ国・地域の
うち、ビザが必要な５カ国（中国、フィリピン、
ベトナム、インド、ロシア）を対象に、政府全体
で、プロモーションによる認知度向上や受入環
境整備と連携して、ビザ緩和を戦略的に実施。

今後の対応

○ 2013年7月以降、以下のとおり戦略的にビザを緩和。

2011年7月～ 2012年7月～ 2013年7月～ 2014年7月～

2012年6月 2013年6月 2014年6月 2015年6月

タイからの訪日旅行者数 マレーシアからの訪日旅行者数（人） （人）

+52.6％

+28.9％ +20.7％

+28.5％

ビザ免除
（2013年7月1日）

ビザ免除
（2013年7月1日）

+57.7％
+76.4％

2011年7月～ 2012年7月～ 2013年7月～ 2014年7月～

2012年6月 2013年6月 2014年6月 2015年6月

主なビザ緩和
中国

ビザ緩和
（2015年1月19日）タイ

ビザ免除
（2013年7月1日）

インドネシア
ビザ免除

（2014年12月1日）
※2013年7月以降、14カ国を対象にビザ緩和を実施

マレーシア
ビザ免除

（2013年7月1日）

ビザ要件緩和による効果

1,974万人

ビジット・ジャパン重点15カ国・地域
（ビザ免除国・地域）

1,328万人（67.3％）
韓国、台湾、香港、タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシア
豪州、米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ、イタリア、スペイン

ビジット・ジャパン
重点5カ国

（ビザ必要な国）

561万人（28.4％）
中国、フィリピン、ベトナム

インド、ロシア

その他国・地域
85万人（4.3％）

○「ビジット・ジャパン事業」の重点20カ国・地域のうち、
15ヶ国・地域はビザ免除、中国・フィリピン・ベトナム
・インド・ロシアの5ヶ国はビザが必要。

2015年の訪日外国人旅行者数

インド
ビザ緩和

（2016年2月15日）

ベトナム
ビザ緩和

（2016年2月15日）
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最近のビザ要件緩和
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開始日 国名
以前の措置

（最長滞在・有効期間）
緩和措置

（最長滞在・有効期間）

2013年

７月１日

タイ 数次ビザ（９０日・３年） ＩＣ旅券ビザ免除（１５日）

マレーシア 数次ビザ（９０日・３年） ＩＣ旅券ビザ免除再開（９０日）

ベトナム，フィリピン 一次ビザ（９０日） 数次ビザ導入（１５日・３年）

インドネシア 数次ビザ（１５日・３年） 数次ビザの滞在期間延長（３０日・３年）

１０月１５日 アラブ首長国連邦 一次ビザ（９０日） 数次ビザ導入（９０日・３年）

１１月１８日 カンボジア，ラオス 一次ビザ（９０日） 数次ビザ導入（１５日・３年）

１１月２５日 パプアニューギニア 一次ビザ（９０日） 数次ビザ導入（１５日・３年）

2014年

１月１５日 ミャンマー 一次ビザ（９０日） 数次ビザ導入（１５日・３年）

７月３日 インド 一次ビザ（９０日） 数次ビザ導入（１５日・３年）

９月３０日 インドネシア，

フィリピン，ベトナム

数次ビザ
（30日,15日,15日・３年）

数次ビザ発給要件の大幅緩和（３０日・５年）
（訪日歴及びＧ７への渡航歴がある者は渡航費用支弁能力を確認する資料の省略等）

１１月２０日 一次ビザ（９０日） 指定旅行会社パッケージツアー参加者の申請手続き簡素化（１５日）

１２月１日 インドネシア 数次ビザ（３０日・３年） ＩＣ旅券事前登録制によるビザ免除（１５日・３年）

2015年

１月１９日 中国

①商用数次ビザ（９０日・５年）

②数次ビザ（９０日・３年）

①商用目的，文化人・知識人数次ビザの緩和（９０日・５年）
（商用：訪日歴の要件撤廃，文化人・知識人：身元保証書等の書類省略）

②沖縄県・東北三県数次ビザの緩和（３０日・３年）
（過去３年以内に訪日歴のある者の経済要件緩和，家族のみの渡航可）

③相当な高所得者用数次ビザの導入（９０日・５年）
（訪問地要件のない新しい数次ビザ，最長有効期間５年，家族のみの渡航可）

６月１５日 ブラジル 一次ビザ（９０日）
数次ビザ導入（３０日・３年） → 2016年2月2日から最長滞在期間９０日

→ 2017年2月1日から滞在期間９０日の発給要件の緩和

８月１０日 モンゴル 一次ビザ（９０日） 数次ビザ導入（１５日・３年）

2016年

１月１１日 インド 数次ビザ（１５日・３年）
数次ビザ発給要件の大幅緩和（３０日・５年）
（訪日歴及びＧ７への渡航歴がある者は渡航費用支弁能力を確認する資料の省略等）

２月１５日 ベトナム・インド 商用数次ビザ（９０日・５年）
数次ビザ発給要件の緩和（９０日・１０年）
（我が国初となる最長有効期間１０年の導入，発給対象者の拡大等）

１０月３日 カタール 一次ビザ（９０日） 数次ビザ導入（９０日・３年）

１０月１７日 中国
①商用数次ビザ（９０日・５年）

②一次ビザ（３０日）

①商用目的，文化人・知識人数次ビザの緩和（９０日・１０年）
（最長有効期間１０年への延長，発給対象者の拡大等）

②一部大学生・卒業生の個人観光一次ビザ申請手続き簡素化（３０日）

2017年
１月１日 ロシア

①一次ビザ（９０日）

②商用数次ビザ（９０日・３年）

①数次ビザ導入（３０日・３年）
②商用目的，文化人・知識人数次ビザの緩和（９０日・５年）

（最長有効期間５年への延長，発給対象者の拡大等）

③自己支弁による渡航の場合，身元保証書等の省略

２月１日 インド 一次ビザ（３０日） 大学生・卒業生の一次ビザ申請手続き簡素化（３０日）



最近のビザ要件緩和
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開始日 国名
以前の措置

（最長滞在・有効期間）
緩和措置

（最長滞在・有効期間）

2017年 ５月８日 中国

十分な経済力を有する者向け数次ビザの導入
（訪問地要件のない新しい数次ビザの導入）

相当の高所得者数次ビザ
（観光に限定，旅行社手配）

相当の高所得者向け数次ビザの緩和
（初回の渡航目的を観光に限定しない。航空券，宿泊先等の自己手配を可とする）

東北三県数次ビザ
（岩手県，宮城県，福島県）

東北六県数次ビザ
（青森県，秋田県，山形県を追加。過去３年以内の訪日歴要件を廃止。）

中国国外居住者に対する数次ビザの導入
（相当の高所得者（９０日・５年）／十分な経済力を有する者（３０日・３年））

一次ビザ クレジットカード（ゴールド）所持者の一次ビザ申請手続き簡素化



最先端技術を活用した革新的な出入国審査等の実現

世界最高水準の技術活用等により、円滑かつ厳格な出入国審査等を高度な次元で実現し、20分以内の目標を目指すことなどを
踏まえ、今後外国人旅行者が増大してもスムーズな入国を実現。

目指すべき将来像

○ 一層のインバウンド増加が見込まれ、出入国審査の更なる迅速化
が必要。また、近年、世界で発生しているテロの状況を踏まえ、
これまで以上に厳格な入国審査等の実施が必要。

現状・課題および今後の対応

現状・課題

今後の対応

世界初の入国審査パッケージの導入

審査ブース

＜入国審査場（イメージ図）＞

世界最高水準のスムーズな審査の実現

待機中にバイオ
カートによる
個人識別情報の
事前取得

(指紋、顔写真)

自動化ゲート 顔認証ゲート

一般の外国人 自動化ゲート
登録外国人

日本人プレクリアランス
対象外国人

海外の空港で
個人識別情報の

提供
(指紋、顔写真)

※外国人の出国時においても、入国時の指紋情報を活用し、
自動化ゲートの利用によるスムーズな出国手続を実現

○ 緊急にやるべき事項
・バイオカート導入による入国審査待ち時間を活用した個人識別情報
の事前取得
【2016年10月より、関西・高松・那覇にて運用開始済、以降成田等
12空港にも拡大】

・出発地空港で個人識別情報を事前取得し、入国時の手続を簡素化す
るためのプレクリアランス（事前確認）を早期に実現
【2017年度以降の早期の運用開始を目指す】

・外国人の出国手続において、入国時に提供された指紋情報を活用し､
自動化ゲートの利用を拡大【速やかに検討】

・入国審査待ち時間を含む空港での諸手続に要する時間をインターネ
ット上で公開【速やかに検討し、年内に結論】

・出発時の航空保安検査において、先進的なボディスキャナーを導入
【2016年度に成田・羽田・関西・中部・新千歳・福岡など８空
港に導入し、2019年度までに主要空港へ順次導入拡大】

○ 中長期的に取り組む事項
・「信頼できる渡航者」として、ビジネス客のみならず、外国人観光
客等の自動化ゲートの利用を実現【2020年までの実施を目指す】

・日本人の出帰国手続において、世界最高水準の顔認証技術を導入
【2018年度以降早期の導入を目指す】

専用レーン
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（凡例）

国・地域名
合意年月日

⑥ ベトナム
2011年6月9日合意

③ シンガポール
2011年1月19日合意

⑧ インドネシア
2011年8月11日合意

首都圏空港を含めたオープンスカイは、2013年夏期スケジュール（成田空港の発着枠
年間27万回時）より実現
（注） 北京及び上海、成田及び羽田を除くオープンスカイの実現

⑪ ブルネイ
2011年10月28日合意

⑮ スリランカ
2012年3月23日合意

⑬ 英 国
2012年1月20日合意

⑱ 中 国
2012年8月8日合意

② 韓 国
2010年12月22日合意

⑰ フランス
2012年7月7日合意

⑲ オランダ
2012年8月23日合意

㉑ デンマーク
2012年10月11日合意

㉒ ノルウェー
2012年10月11日合意 ⑨ カナダ

2011年9月14日合意

① 米 国
2010年10月25日合意

⑭ ニュージーランド
2012年2月16日合意

⑩ オーストラリア
2011年9月29日合意

⑦ マカオ
2011年7月14日合意

⑳ スウェーデン
2012年10月11日合意

㉔ スイス
2013年7月23日合意

㉕ フィリピン
2013年9月12日合意

⑤ 香 港
2011年5月19日合意

⑫ 台 湾
2011年11月10日合意

㉖ ミャンマー
2013年10月24日合意

④ マレーシア
2011年2月24日合意

⑯ フィンランド
2012年6月8日合意

㉗ オーストリア
2014年2月20日合意

㉘ スペイン
2016年5月20日合意

㉓ タ イ
2012年11月21日合意

オープンスカイ合意国（３３ヶ国・地域）

アジア（１７ヶ国・地域） 韓国、シンガポール、マレーシア、
香港、ベトナム、マカオ、インドネシア、ブルネイ、台湾、
スリランカ、中国（注）、タイ、フィリピン、ミャンマー、ラオス、
カンボジア、インド
欧州（１１ヶ国） 英国、フィンランド、フランス、オランダ、
デンマーク、スウェーデン、ノルウェー、スイス、オーストリア、
スペイン、ポーランド
北米（２ヶ国） 米国、カナダ
オセアニア（３ヶ国） オーストラリア、ニュージーランド、
パプアニューギニア

㉙ ラオス
2016年5月23日合意

㉚ カンボジア
2016年5月26日合意

㉛ ポーランド
2016年12月6日合意

㉜ ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ
2017年4月26日合意

㉝ インド
2017年9月14日合意
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オープンスカイ交渉の進捗状況について
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2011年11月のオープンスカイ合意により企業数、路線及び便数制限が撤廃された結果、新たに日本９都市へ新規路

線が開設され、既存路線でも増便が行われた。

航空企業数：2.3倍(4社→9社※1)、日本側就航都市数：1.9倍(10都市→19都市※1)、
台湾側就航都市数：2倍(2都市→4都市※1)、旅客便数：2.7倍(週225便→週598便※1)、
台湾人訪日外客数：4.2倍(年99万人→年417万人※2)

■日台路線に就航する航空企業
（赤字：オープンスカイ合意後に就航した企業）
● 日本航空（JAL）
● 全日本空輸（ANA）
● ピーチ・アビエーション
● バニラ・エア
● ジェットスター・ジャパン
● 中華航空（チャイナエアライン）
● 長栄航空（エバー航空）
● 華信航空（マンダリン航空）
● 台湾虎航（タイガーエア台湾）

日本側（19都市）

・東 京 ・大 阪 ・名古屋
・福 岡 ・札 幌 ・旭 川
・函 館 ・仙 台 ・富 山
・小 松 ・静 岡 ・岡 山
・広 島 ・高 松 ・宮 崎
・熊 本 ・鹿児島 ・那 覇
・石 垣

台湾側
（4都市）

・台 北
・高 雄
・台 中
・台 南

■日台路線の就航都市
（赤字：オープンスカイ合意後に追加された都市）

台中
台北

台南 高雄

那覇

鹿児島

熊本

岡山
富山

静岡

函館

旭川
新規地点
新規路線

関西

オープンスカイ合意後
開設された地点・路線

※1：2017年夏期期首申請時最大値（旅客便）
※２：2016年JNTO統計（暫定値）

石垣

高松
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日本・台湾間 航空旅客便数

成田

羽田

関西

中部

その他地方空港

229 225
260

303 308
354

388
423

458

554

成田を含むオープンスカイ
に合意（2011年11月）
（地方空港は即時実施）

成田オープンスカイ実施
(2014年3月(27万回化時))

2011年のオープンスカイ合意後、成田便は週63便→週135便(2.1倍)、関空便は週31便→週151便(4.9倍)、その他の地方
空港の便数は週56便→週196便(3.5倍) に増便。また、台湾人訪日外客数は年99万人→年417万人(4.2倍)に増加。

（便／週）

99 

147 

221 

283 

368 

417

0
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150
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300

350

400

450
台湾人訪日外客数

（万人）

※ 便数は期首申請時の最大値

674

584
598

※JNTO統計（2016年は暫定値）
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パリ

シンガポール

バンコク

昼間時間帯路線
深夜早朝時間帯路線
昼間時間帯及び深夜早朝時間帯路線

ホノルル

ロサンゼルス

北京

上海

ロンドン

クアラルンプール

サンフランシスコ

北米
・アメリカ ・カナダ

２ヶ国 ９都市
欧州

・フランス ・イギリス ・ドイツ

３ヶ国 ４都市

アジア １０ヶ国・地域 １６都市
・韓国 ・中国 ・香港 ･台湾 ・タイ
・マレーシア ・シンガポール ・インドネシア
・フィリピン ・ベトナム

ソウル

フランクフルト

中東
・カタール ・アラブ首長国連邦

２ヶ国 ２都市

ドバイ

ミュンヘン

ドーハ

ハノイ 香港

ホーチミン

台北

ジャカルタ

マニラ

バンクーバー

18ヶ国・地域、31都市 １日最大112便

*２０１７年夏期事業計画認可等による
**２０１７年４月時点の就航都市数

就航先（国際線、昼間・深夜早朝合計）

トロント

羽田空港

オセアニア
・オーストラリア

１ヶ国 １都市

シドニー

天津

○ 羽田空港は、アジア長距離や欧米を含む高需要・ビジネス路線を２４時間展開。
日本・米国航空当局間協議の合意を受け、２０１６年冬ダイヤから昼間時間帯における米国路線が就航。

広州

済南

コナ

シカゴ

ニューヨーク

ミネアポリス

羽田空港における国際線ネットワーク （2017年夏ダイヤ）
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成田空港における国際線ネットワーク （2017年夏ダイヤ）

欧州 14ヶ国 20都市

・イギリス ・イタリア ・オランダ ・スイス ・スペイン
・デンマーク ・ドイツ ・フィンランド ・フランス ・ベルギー
・ポーランド ・ロシア ・ウズベキスタン ・トルコ

アフリカ・中東

・カタール ・アラブ首長国連邦
・エチオピア

３ヶ国 ４都市

アジア

17ヶ国・地域 48都市

中南米
・メキシコ

１ヶ国 １都市

北米

・カナダ ・アメリカ

２ヶ国 23都市

パラオ

カルガリー

ヘルシンキ

コペンハーゲン

アムステルダム

ロンドン
パリ

マドリード

チューリッヒ

ミラノ
ローマ イスタンブール

ドーハ

アブダビ
ドバイ

イスラマバード

コロンボ

クアランルンプール

シンガポール

ジャカルタ

デンパサール
ポートモレズビー

ケアンズ ヌーメア

ゴールドコースト

シドニー

オークランド

パペーテ

ホノルル

深セン
広州

重慶

成都

北京

南京

西安

バンコク

バンクーバー

シアトル

デトロイト
シカゴ

ニューヨーク

ワシントンD.C.

アトランタヒューストン

ダラスロサンゼルス

サンフランシスコ

メキシコシティ

ヤンゴン

ボストン

メンフィス

サンディエゴ

デンバー
サンノゼ

アンカレッジ

ニューアーク

メルボルン

コタキナバル

オークランド

ポートランド
シンシナティ

ラホール

ダナン

アディスアベバ

ムンバイ

ブリュッセル

ブリスベン

ハルビン
ウランバートル

長沙

武漢

ソウル

セブ

グアム

サイパン
高雄

台北
厦門

青島

マニラ
クラークフィールド

鄭州
天津

デリー

ホーチミン

マカオ
ハノイ

杭州

香港

モスクワライプツィヒ
デュッセルドルフ 成田空港

フランクフルト

ワルシャワ

済州上海

長春
瀋陽

大連

ハバロフスク

大邱 釜山

プノンペン

西寧

ウラジオストク

ユジノサハリンスク

タシケント

○ 成田空港はアジアと北米をつなぐ「結節点」、世界108都市と結ばれているネットワークが強み。

*2017年夏期事業計画認可等による
**2017年4月時点

45ヶ国・地域 108都市 １日約264便

就航先（国際線）オセアニア

・オーストラリア ・グアム・タヒチ
・ニューカレドニア・ニュージーランド
・パプアニューギニア・北マリアナ諸島 ・パラオ

８ヶ国 12都市
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関西国際空港における国際線ネットワーク（2017年夏ダイヤ）

※ 各年事業計画認可ベース。期中の一部期間運航される路線を含む。

オセアニア

・オーストラリア ・グアム

２ヶ国・地域 ３都市

北米
・アメリカ ・カナダ

２ヶ国 ４都市

ケアンズ
ヌーメア

ホノルル

ロサンゼルス

中東

・アラブ首長国連邦

１ヶ国 １都市

ヘルシンキ

アムステルダム

パリ
フランクフルト

ドバイ

ムンバイ

デリー

クアランルンプール

シンガポール

ジャカルタ

デンパサール

ホーチミン

高雄

香港

広州

南京

ハノイ

バンコク

アジア １１ヶ国・地域 ５３都市

・韓国 ・台湾 ・中国 ・タイ ・マレーシア
・フィリピン ・インドネシア ・シンガポール
・ベトナム ・インド ・ロシア

平成29年夏ダイヤ （旅客）

欧州 ４ヶ国 ４都市

・オランダ ・ドイツ ・フィンランド
・フランス

セブ

成都

重慶

グアム

マカオ

深セン

上海

瀋陽

北京

昆明

済南

台北

厦門

西安

武漢

銀川
天津

ハルビン

マニラ

サンフランシスコ

関西空港

ウルムチ

三亜

台南

無錫

青島
煙台

延吉

南通
揚州

福州
寧波

済州

ウラジオストク

バンクーバー

貴陽

釜山

杭州

長沙

洛陽

鄭州 大邸
ソウル

大連

旅客便
就航会社数
就航国（地域）数
就航都市数
就航便数（便/週）

67
20
65

1,126
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中部国際空港における国際線ネットワーク（2017年夏ダイヤ）

鹿児島

女満別

新千歳

函館

成田

福岡

長崎
松山

大分
熊本

宮崎

新潟

旭川

・現在就航中のＬＣＣは、本邦社１社、外国社５社

那覇

（平成29年夏ダイヤ（8月ピーク時））

仙台

秋田

石垣

羽田

国際線：世界３９都市・週３５５便 運航

（うちＬＣＣは、１２都市・週６６便） （うちＬＣＣは、４都市・１日７便）
国内線：国内１９都市・１日８５便 運航

フランクフルト

ヘルシンキ

２都市・１０便

ヨーロッパ方面

アブダビ

１都市・７便

中東方面

※）積荷が(関税法上
国際貨物扱いのため、
国際線として整理

バンコク

マニラ

セブ

ハノイ

ホーチミン

シンガポール

６都市・５６便

東南アジア方面
グアム

ホノルル

ビーチリゾート方面

２都市・２８便

デトロイト

バンクーバー

北米方面

２都市・９便

赤色の都市は、LCCが就航している都市

２都市・４９便

ソウル

釜山

韓国方面

【貨物便】
１都市・５便

ソウル(

【貨物便】
世界５都市・週２６便 運航

中国・台湾・香港方面

２４都市・１９６便

瀋陽
青島
天津
広州
合肥
ハルビン

石家荘
フフホト
銀川
常州
寧波
煙台

太原
台北
重慶
蘭州
成都
厦門

北京
大連
上海
香港
武漢
西安

【貨物便】
２都市・１０便

上海

香港

貨物［那覇］

１都市・６便

沖縄方面（※）

【貨物便】
１都市・６便

那覇(

【貨物便】
１都市・５便

シンシナティ(

宮古
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ソウル：７便 香港：２便
台北：３便 上海：７便

高雄：３便

熊本空港

ソウル：５便 香港：３便 台北：７便

上海：７便 成都(上海)：７便
大連：５便 北京(大連)：５便

広島空港（７都市３９便）

ソウル：３便 香港：１０便
台北：４便 上海：２便

バンコク：７便 クアラルンプール：４便
ソウル：４１便 釜山：９便 香港：１４便
高雄：５便 台北：２４便 上海：１５便
天津：２便 北京：５便 グアム：２便
ユジノサハリンスク：３便 ホノルル：３便
シンガポール(台北)：３便 杭州：３便
テグ：３便 南京：２便 長沙：２便

新千歳空港（１８都市１４７便）

ソウル：３便 台北：７便 上海：４便

小松空港（３都市１４便）
ソウル：３便 香港：２便

米子空港（２都市５便）

ソウル：３便 上海：２便
ハルビン：２便

新潟空港（３都市７便）

ソウル：５便 台北：８便
グアム：２便 上海：２便 北京(上海)：２便

仙台空港（５都市１９便）

ソウル：３便 香港：２便 台北：２便

宮崎空港（３都市７便）

ソウル：５便 香港：４便
台北：６便 上海：５便

高松空港（４都市２０便）

2017年夏期スケジュール当初の定期旅客便数。
便数は週当たりの往復便数。
就航都市数には経由地も含む。【表記：行き先（経由地）】
（2017年夏期事業計画認可をもとに作成）

ソウル：４便 上海：２便

シンガポール：７便 バンコク：７便
マニラ：１０便 ハノイ：２便
ホーチミン：２便 マカオ：３便
グアム：７便 ホノルル：５便
ソウル：１０８便 テグ：２１便 釜山：５６便
香港：２１便 高雄：５便 台北：３２便
上海：２８便 青島：７便 大連：７便
香港(台北)：７便 武漢(上海)：７便
北京(大連)：７便 北京(青島)：７便

福岡空港（２１都市３５６便）

ソウル：６便

大分空港

上海：４便

旭川空港

大連：２便 ソウル７便 釜山３便

北九州空港（３都市１２便）

上海：６便

ソウル：３便 台北：４便
上海：２便 大連：２便

富山空港（４都市１１便）

ソウル：５便 上海：３便

佐賀空港（２都市８便）

台北：１１便 天津：２便

函館空港（２都市１３便）

ソウル：５便 台北：４便 杭州：４便
寧波：２便 瀋陽：２便
上海：７便 武漢(上海)：７便

静岡空港（７都市３１便）

上海：２便

松山空港

岡山空港（４都市１９便）

ソウル：４９便 釜山：６便 香港：２４便
高雄：４便 台中：２便 台北：５６便
杭州：４便 上海：２１便 天津：２便
南京：５便 北京：４便
西安： ２便 バンコク： ７便

那覇空港（１３都市１８６便）

長崎空港（２都市６便）

香港：５便 台北２便

新石垣空港（２都市７便）

茨城空港

鹿児島空港（４都市１９便）

ソウル：３便

青森空港

2012Sから2017Sの地方空港に
おける定期国際旅客便の増加

524便→950便（約81％増）
＊2016夏期スケジュール当初は814便(約16％増)

空港名：2012S→2017S
新千歳： 9都市54便 →18都市147便

福岡：19都市229便→21都市356便
那覇： 6都市45便 →13都市186便

※2012年(時刻表)・2017年(事業計画認可)で集計しているため参考値。



○ 我が国を含む北東アジア地域におけるＬＣＣのシェアは他地域に比べて未だ低い状況。

○ 我が国の国際線に占めるＬＣＣ旅客数シェアは１８．９％に急成長している。

出典：国土交通省航空局作成 各年（暦年）の統計

我が国のＬＣＣ旅客数の推移

※北東アジア：日本、韓国、中国、台湾、モンゴル

出典；CAPA Centre for Aviation Data

LCCシェア（%） ※地域内の座席数シェア
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国際線LCC旅客数推移※

（万人）

※ 2017年8月時点のデータによる集計
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○2016年の外航定期航路の旅客数は前年比４．７％増の１２３．５万人であり、そのほとんどが日韓航路（九州・山口⇔釜山）であ
る。また、運航事業者の国籍別輸送人数では日本の事業者と韓国の事業者がほぼ半々であるが、旅客の国籍では日本人は１
０％強に留まり、９０％弱が韓国人である。

768.6
639.4

925.9 966.4
825.5

1,016.4 1,073.4

402.1

331.7

336.4 213.4

168.0

135.4
152.2

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

日韓航路／外国人 日韓航路／日本人 中国航路 ロシア航路

1,206.5

（千人）

1,022.0

1,179.3 1,235.21,219.0

1,014.0

1,302.2

（年）

【日韓主要定期航路図】【外航定期航路別輸送実績】

博多

比田勝

厳
原

釜山

下関

643.6582.0

運航事業者の国籍別輸送人数

韓国の事業者

の輸送人数

日本の事業者

の輸送人数

（単位：千人）

外航定期航路における旅客の状況



クルーズ船の寄港に関する状況

44

○2016年の訪日クルーズ旅客数は前年比78％増の199.2万人、我が国港湾への寄港回数は前年比39％増の2,017回（外国船社
1,443回、日本船社574回）となり、いずれも過去最高。

※クルーズ：レジャーを目的とした船旅で宿泊を伴うもの
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日本船社が運航するクルーズ船の寄港回数

外国船社が運航するクルーズ船の寄港回数
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808

1,204

1,454

2,017

1,001
1,105

注1） 法務省入国管理局の集計による外国人入国者数で概数（乗員除く）。
注2） １回のクルーズで複数の港に寄港するクルーズ船の外国人旅客についても、（各港で重
複して計上するのではなく）１人の入国として計上している。

（目標）
500万人（万人）

（年） （年）

（回）

500



訪日クルーズ旅客の入国港（ファーストポート）
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横浜港

9回

神戸港

14回

東京港

3回

長崎港

163回

名古屋港

3回

広島港

10回

鹿児島港

42回

大阪港

3回

小樽港

13回
境港

8回

函館港

2回

高知港

9回

釧路港

2回

舞鶴港

1回
室蘭港

3回

伏木富山港

1回 新潟港

1回

北九州港

5回

博多港

298回

敦賀港

1回

下関港

14回

八代港

7回

網走港

1回

佐世保港

54回

二見港（父島）

2回
細島港

1回

唐津港

1回

稚内港
旅客船 39往復/年

（6～9月のみ）

対馬
ジェットフォイル2往復/日

高速船4～6往復/週

境港
フェリー1往復/週

下関港
フェリー1往復/日

博多港
ジェットフォイル3～4往復/日

フェリー1往復/日

大阪港
フェリー4往復/週

神戸港
フェリー1往復/隔週

ファーストポートとしての寄港回数（2016年）

（出典）
港湾管理者への聞き取りを基に国土交通省港湾局作成
赤字は外航旅客定期航路のある港（H29.4現在）（国土交通省海事局調べ）

順位 港名 寄港回数

1位 博多港 298回

2位 長崎港 163回

3位 那覇港 114回

4位 石垣港 72回

5位 佐世保港 54回

6位 平良港 51回

7位 鹿児島港 42回

8位 下関港 14回

9位 神戸港 14回

10位 小樽港 13回

ファーストポートとしての
寄港回数（上位10港）

石垣港(石垣島）

72回

那覇港

114回

平良港（宮古島）

51回

中城湾港

2回

○ 2016年にクルーズ船で訪日した外国人が入国した港湾（ファーストポート）は、31港。
※内航・外航を含め、クルーズ船が寄港したすべての港湾は、123港。



空港日本人, 
1,696万人

空港外国人, 
2,242万人

空港協定該当者, 17万人

海港日本人, 15万人 海港外国人, 60万人

輸送モード別出国者の内訳（クルーズ船を除く）

空港3,955万人（約98%)
海港 75万人（約2%)
合計4,030万人

(2016年)

出典：法務省 出入国管理統計2016年年報

※ 出国者とは、出入国管理及び難民認定法第
25条に基づく出国者であり、クルーズ船等を利
用した船舶観光上陸許可を含まない。

航空出国者

船舶出国者 46



独立行政法人 国際観光振興機構 《日本政府観光局/JNTO》 の概要
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海外における観光宣伝、外国人観光旅客に対する観光案内、

その他外国人観光旅客の来訪の促進に必要な業務を効率的に行う

ことにより、国際観光の振興を図ることを目的とする。

昭和３９年 ４月 特殊法人国際観光振興会設立

平成１５年１０月 独立行政法人国際観光振興機構設立

※(独）国際観光振興機構法（平成14年法律第181号）施行

○ 平成２１年 １月 通称名を従前の｢ＪNTO｣から

｢日本政府観光局（またはJNTO）｣に改称

※(独）国際観光振興機構組織規程改正施行

○ 平成２７年～ 訪日プロモーション事業執行機関化

●役 員 ： ７人（理事長１、理事４、監事２）

●職 員 ： １４５人（国内９９人、海外４６人）

その他海外現地職員５５人 ※平成２９年４月1日現在

●国 内 ： ５部制

（経営管理部、インバウンド戦略部、海外プロモーション部、

グローバルマーケティング部、コンベンション誘致部）

●海 外 ： ２０事務所

●運営費交付金 ： ８８．２億円（平成２９年度）

●外国人観光旅客の来訪促進のための宣伝

● 外国人観光旅客に対する観光案内所の運営 ● 通訳案内士試験事務の代行

● 国際観光に関する調査研究・出版物の刊行 ● 国際会議等の誘致促進、開催の円滑化等

● その他附帯業務

沿 革

目 的

業 務

組織・予算

海外事務所

※マニラ事務所は開設準備中

※



ＪＮＴＯ組織図
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理 事 長
監 事

【総務・広報グループ、経営計画グループ、人事グループ、財務グループ】
総務、情報公開、国内広報、中期・年度計画・事業実施計画等の策定、業績評価、人事・労務、予算・決算、調達 等

経営管理部

コンベンション誘致部

海外プロモーション部

インバウンド戦略部

監査室

内部監査、会計検査院等の対応及び通報等の受付等

情報戦略室

【誘致戦略グループ、受入対策グループ、会員サービスグループ、調査・コンサルティンググループ】
インバウンドに関する基本戦略の策定、シンポジウム・セミナーの開催、受入環境整備、会員制度、訪日外客数等の統計作成・発表、通訳案内士試験実施事務 等

【事業統括グループ、東アジアグループ、東南アジアグループ、欧米豪グループ】
一般観光の市場別訪日プロモーション事業の計画、実施、進捗管理、事業成果の把握、PDCAサイクルを通じた改善 等

【市場戦略グループ、誘致推進グループ】
MICE関連の訪日プロモーション事業の計画、実施、進捗管理、事業成果の把握、PDCAサイクルを通じた改善、人材育成、寄附金・交付金業務 等

観光情報ウェブサイト・ＳＮＳの運営及び各種外国語観光パンフレッ作成等

グローバルマーケティング部

【市場横断グループ、東北観光振興グループ】
一般観光の特定テーマ別または市場横断訪日プロモーション事業の計画、実施、進捗管理、事業成果の把握、PDCAサイクルを通じた改善 等

理 事

【ソウル、北京、上海、香港、デリー、ジャカルタ、シンガポール、バンコク、ハノイ、クアラルンプール、シドニー、 ニューヨーク、ロサンゼルス、トロント、
ローマ、ロンドン、マドリード、フランクフルト、パリ、モスクワ】 ※マニラ事務所開設準備中

海外現地における旅行見本市、セミナー・商談会等の訪日プロモーション事業の実施、市場調査、現地旅行業界・メディアとのネットワーク構築、情報収集等

海外事務所（20カ所）



ＪＮＴＯの活動
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・インバウンド（訪日外国人旅行）の飛躍的拡大に向けた取組において中核的な役割を果たし、訪日プロモーション事業の実施
主体として観光立国の実現に向けて国が掲げる目標の達成に貢献。

・海外20事務所のネットワークを活かし、海外におけるプロモーション活動、国際会議等の誘致・開催支援を行うとともに、海外現地
の市場分析と自治体等の取組の支援等を実施。

○海外広告宣伝 訪日プロモーション事業○海外メディア招請
○海外旅行会社招請

○旅行博出展・イベント開催

WEB、SNS、新聞、旅行雑
誌、映像等を通じ、現地消費
者向けに訪日観光の魅力を
発信

現地メディアを日本の観光地へ
招請し、帰国後、外国人目線に
よる記事掲載、番組放映等によ
り訪日観光の魅力を発信

海外旅行に関心を持つ現地
消費者へ訪日観光の魅力を
旅行博等でPR、併せて訪日
旅行商品の即売を支援

現地旅行会社等が一堂に集
まる旅行博への出展、商談
会等の開催

現地旅行会社を日本の観
光地へ招請し、新たな訪
日旅行商品の造成を働き
かけ

日本政府観光局の訪日観
光PRと旅行会社の訪日旅行
商品広告を共同で実施し、
販売を促進

○ツアー共同広告

〇市場分析・マーケティングに基づく自治体等への支援

・世界20都市に設置する海外事務所のネットワークを活
用し現地の一般消費者の旅行動向、ニーズ等のマー
ケティング情報をリアルタイムで収集・分析

・自治体、民間企業等に対し、ウェブサイト、ニュースレ
ター、出版物、セミナー、個別コンサルティング等を通
じて市場情報を提供し、インバウンドビジネスを支援

マーケティング・コンサルティング事業

〇国際会議等の誘致・開催支援

MICE事業

・MICE（Meeting, Incentive, Convention, Event）誘致の
ナショナルコンベンションビューローとして、会議開催地と
しての認知度向上、情報収集やセールス活動のほか、企
業が成績優秀者を招待するインセンティブ・ツアーの誘致
活動を実施

・全国のコンベンション推進機関と情報共有・連携を行い、
国際会議誘致を行う国内の主催者の支援を実施

〈現地消費者向け〉 〈現地旅行会社向け〉

・訪日外国人旅行者に多言語による旅行案内
を行うツーリスト・インフォメーショ ン・センタ
ーを運営

・全国の外国人観光案内所の認定及び運営
支援を実施する等、国内受入環境の整備

・国の代行機関として、通訳案内士試験事務
を実施

受入対策

〇国内の受入体制の整備

673,796


